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1 通信サービスに関する利用者利便の確保・向上のための基本的ルールの在り方 （１／２）

米国
カナダ EU 英国 フランス ドイツ

連邦 カリフォルニア州

（１
）電
気
通
信
サ
ー
ビ
ス
に
適
用
さ
れ
る
利
用
者
保
護
規
定

①広告表示（誇大広
告の禁止を含む）

欺瞞的広告は、不公正
又は不合理な慣行として
通信法の規制の対象とな
り得る。（長距離通信の広
告に関するFCC・FTC共
同声明）

虚偽又は誤解を招く表現を
行うことは違法。（州法、業種
横断）

規定なし 不公正な商業的行為
を禁止し、誤解を招き
やすい行為、広告を個
別に規定。（不公正行
為指令、業種横断）

Ofcomに規制権
限を付与。（通信
法）

規定なし 顧客の同意のな
い直接電話販売の
禁止等、不正な広
告について規定。
（不正競争防止法、
業種横断）

②クーリング・オフ

25ドル以上の商品又は
サービスの購入について、
3営業日以内の契約解除
を認めている。（FTCクー
リング・オフ規則、業種横
断）

25ドル以上の商品又は
サービスの購入について、3
営業日以内の契約解除を認
めている。（州法、業種横断）

規定なし オンライン申し込み、
訪問販売について、7
営業日以内の契約解
除を認めている。

（遠隔地販売指令、訪
問販売指令、業種横
断）

Ofcomに規制権
限を付与。（通信
法）

規定なし ２週間以内の契
約解除を認めてい
る。（民法、業種横
断）

③料金の誤請求

公衆通信事業者の請求
書について、内容の明確
化の措置を義務付けると
ともに、加入者が請求金
額に関する質問・抗議を
行うために必要な情報を
請求書に含めることを義
務付け。（FCC規則）

公衆通信事業者の請求書
について、内容の明確化の
措置を義務付けるとともに、
加入者が請求金額に関する
質問・抗議を行うために必要
な情報を請求書に含めること
を義務付け。

事業者に対し、料金請求に
関する紛争を30日以内に解
決する手段の提供を義務付
け。（州法）

規定なし 紛争解決手段手続き
の開始方法を契約書
において特定すること
を事業者に義務付け。
（ユニバーサルサービ
ス指令）

利用者の利益保
護を目的に、不適
切な請求問題の
条件について規定。
（通信法）

消費者は、請求から１年の間
は、不服があれば異議を唱え
ることができる。（郵便電子通
信法典）

規定なし

④契約条件・料金プラ
ンに関する説明義務、
書面交付義務

規定なし 電話会社に対し、顧客に十
分な情報を提供することを事
業者に義務付け。（なお、契
約時に限定されない。）（州
法）

規定なし 契約に含むべき最低
限の情報を指定。（ユ
ニバーサルサービス指
令）

標準的な契約条
件、料金の有効性
について規定。
（通信法）

サービス、料金の情報の提
示、利用者への契約書交付を
規定（郵便電子通信法典）。

規定なし

⑤長期の契約拘束の
禁止

規定なし 規定なし

（携帯電話について、一定の
条件の下で試用期間もなく
早期解約違約金を課したこと
が不公正な規約を禁止する
州法（公益事業横断）に違反
するとした事例あり。）

規定なし 規定なし

(不公正条項指令によ
り、過度に長期間消費
者を拘束する契約条
項は不公正なものと判
断され、消費者を拘束
しないこととなる可能
性あり。)

規定なし 事業者は24ヶ月を越える契
約を行ってはならない。12ヶ月
を越える契約を行う場合は、
12ヶ月を越えない期間拘束の
同種のサービスの提案、残存
債務の１／４を上限とする違約
金を支払えば解約できる可能
性の提示を義務付け。（シャテ
ル法：2008年6月1日発効）

規定なし
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1 通信サービスに関する利用者利便の確保・向上のための基本的ルールの在り方 （２／２）

米国
カナダ EU 英国 フランス ドイツ

連邦 カリフォルニア州

（１
）電
気
通
信
サ
ー
ビ
ス
に
適
用
さ
れ
る

利
用
者
保
護
規
定

⑥特定利用者への
不当な差別的取
扱いの禁止

公衆通信事業者につ
いて、不公正若しくは
不合理な差別、不当若
しくは不合理な優遇・
冷遇を禁止。（通信法）

優遇若しくは冷遇、
出自、健康状態等に基
づく冷遇、地域・サービ
ス種別間の不合理な
差異を禁止。（州法、
公益事業横断）

サービスの提供、料
金について、不当な差
別的取扱いをしてはな
らない（電気通信法）。

加盟国規制当局は、
SMP事業者に対し不
当な差別的取扱いの
禁止等の義務を課すこ
とができる。（ユニバー
サルサービス指令）

(不公正条項指令に
より、消費者の権利及
び義務に著しい不均衡
及び不利益をもたらす
契約条項は、無効と見
なされる可能性あり)

EUおよび英国競争法
の一般的な規定による。

事業者による非差別
性の実現に向け、電子
通信担当大臣及びＡＲ
ＣＥＰ（電子通信郵便
規制機関）は、妥当で
比例的な措置を講じる。
（郵便電子通信法典）

規定なし

⑦電気通信事業
者が提供する役
務に対する苦情
処理

公衆通信事業者によ
る通信法違反について、
FCCへの苦情申し立て
可能。FCCに申し立て
られた苦情を事業者に
送付し、30日以内の解
決又は回答を求める。
（通信法）

紛争の解決方法に関
する情報提供を事業
者に義務付け。(州法）

CRTC（カナダ・ラジ
オ・テレビ電気通信委
員会）は、申請に基づ
き、調査、禁止事項等
の決定を行うことが出
来る。（電気通信法）

裁判外紛争解決手
続きの整備を加盟国
に義務付けるとともに、
紛争解決手続きを開
始するための方法を契
約書に含めることを事
業者に義務付け。（ユ
ニバーサルサービス指
令）

事業者に対して、「苦
情のための行動規範」
の設定、紛争解決ス
キーム」の実行を要求。

（通信法）

規定なし 規定なし

（２）過去の行政処分や行
政指導の例

Verizon Wirelessは2004年7月、同社が誤解を
招く広告を行い、また情報開示が不十分である
との指摘に対応して、32州の検事総長との間
で、「Assurance of Voluntary Compliance」を合
意。同社は、遵守事項の誓約とともに、消費者
啓発、消費者保護等の目的で用いるために、
検事総長に対して約167万ドルの支払いを約束。

電気通信事業者
TELUSが、特定の加入
者に対して、TELUSの
長距離ネットワーク設
備を利用していないに
もかかわらずネット
ワーク・アクセス料を課
していた事実について、
CRTCは2008年4月に
不適切と決定。

EU消費者保護関係指
令の加盟国における
適用状況及び判例を
比較分析した情報を以
下サイトより入手可能。

参考：

http://ec.europa.eu/c
onsumers/rights/docs
/consumer_law_compe
ndium_comparative_ana
lysis_en_final.pd
http://www.eu-
consumer-
law.org/index.html

Ofcomが発行する
「競争および消費者へ
の執行告示」が、調査
プログラムに基づく全
ての執行決定事例の
詳細を提供している。

参考：
http://www.ofcom.org.
uk/bulletins/comp_bull
_index/

― ―
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２ 通信料金に関する情報提供の在り方

米国 カナダ EU 英国 フランス ドイツ

（１）第三者による同種の電
気通信サービス間の料
金を比較して情報提供
するサービスの有無

あり

（PhoneDog、WhiteFence、
MyRatePlan、Wirefly、
TeleBright、LetsTalk.com、
Telenforcers.org等）

あり

（www.cellphones.ca等）

あり

（加盟国ごとに状況は異な
る。なお、比較可能料金情
報提供を含めた料金情報
の透明性改善の提案を含
むユニバーサルサービス
指令改正案を現在審議
中。）

あり

（Broadbandchoices/ 
Consumer Choices、
Firsthelpline等）

あり

（www.comparatel.fr等）

あり

（http://www.teltarif.de/、
http://tatiftip.de/等）

（２）料金比較情報提供サー
ビスの導入時期、提供
事業者数、提供方法

サービス開始時期は
PhoneDog（2001年）、
WhiteFence（2000年）、
MyRatePlan（1999年）等。
参入事業者数は不明。
ウェブページによる情報提
供が中心。家電量販店に
おいては店内における販
売スペースで消費者が各
社料金プランを比較するこ
とは可能。

サービスは存在している
が、参入時期や事業者数
は不明。Webによるサービ
スの他、ダイレクト・メール、
電話による勧誘等。

あり

（加盟国ごとに状況は異な
る。）

2000年からサービスを提
供している事業者が存在し、
新規参入も盛んである。参
入事業者数は不明。イン
ターネット上の情報提供が
主流だが、電話を通じた
サービスを提供する会社も
多い。

サービスは存在しているが、
参入時期や事業者数は不
明。インターネット上での情
報提供が一般的。

1998年からサービスを提
供している事業者が存在し
ている。インターネット上で
の情報提供が一般的だが、
新聞、雑誌にもよく掲載さ
れている。

（３）電気通信事業者自身
による料金比較情報の
提供状況

Sprint Nextelは2008年4
月、The Washington Post
本紙に同社が提供する定
額無制限プラン「Simply 
Everything」の優位性を主
張する全面広告を掲載。

提供していない。 - - 提供していない。 提供していない。

（４）料金を比較して情報提
供する手法を行政が認
定する制度の有無。あ
る場合には具体的内容
等

なし なし - Ofcomが料金比較情報認
定制度（Pass）を実施して
いる。初回認定に６カ月超
を要すること、料金認定に
係る労力が多大であること
等から、過去５年間で１社
しか利用していない。

なし

（ただし、ARCEPは、電話
番号案内サービスについ
ては、自らサービス比較
ページを作成している。）

なし
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３ ＡＤＲ（Alternative Dispute Resolution；裁判外紛争処理制度）を含む紛争処理機能の在り方

米国 カナダ EU 英国 フランス ドイツ

（１）通信分野を対象とする
ＡＤＲの有無。

あり あり あり

（加盟国ごとに異なる。）

あり なし あり

（２）有る場合にはその運営
主体（国、地方公共団
体、民間団体等）、ＡＤ
Ｒを活用できる者の範囲、
活動実績等の概要。ま
た、他分野との比較。

・FCC執行局：

通信法の適用を受ける公
衆通信事業者が同法の規
定に違反していることにつ
いて、全ての者がFCCに対
して苦情申出を行うことが
できる。（通信法）

・州公益事業委員会：

通信法第252条（協定の交
渉、仲裁、承認のための手
順について規定）に基づく
協定の交渉をする当事者
は、州公益事業委員会に
対して斡旋又は仲裁を申
請することができる。

・CRTC：

電気通信法により規制さ
れている分野が対象。運
営主体は連邦政府の独立
委員会。活用できる者は、
電気通信事業者、電気通
信サービスの利用者又は
利用しようとしている者。規
制された電気通信事業者
の提供するサービスのみ
が対象。

・CCTS（電気通信サービス
苦情処理委員会）：

非規制の電気通信サービ
ス分野が対象。運営主体
は電気通信事業者により
設立された民間団体（ただ
し、組織の体制、活動の範
囲等はCRTCが認可）。活
用できる者は、電気通信
サービスを利用する個人、
中小企業。07年7月に暫定
的活動を開始。

（質の高いADRを促進する
ため、欧州委員会は拘束
力を有しない２つの勧告を
採択し、独立性、有効性と
いったADRが利用者に提
供すべき最低限の保障に
ついて規定している。）

OfcomがADRスキームを
管理（administer）する独立
機関を認可。現時点では、
２つのADRスキームとして、
「CISAS」と「Otelo」を認可
している。

国内の一般消費者およ
び小規模企業（従業員１０
名以下）は、最初に苦情を
申し立ててから１２週間が
経過するか、または１２週
間が経過する前に申し立
てられた企業が却下の返
答（”Deadlock Letter”）を
行えば、ADRに提訴する権
利を有する。

- BNetzA（連邦ネットワー
ク庁）を運営主体とするＡＤ
Ｒ機関が存在。
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４ 電気通信事業者の市場退出（事業の休止及び廃止）に係る利用者利便の確保・向上の在り方 （１／２）

米国 カナダ EU 英国 フランス ドイツ 韓国

（１）電気通信事業者の
市場退出に関する
規定

・現在または将来の公
共の便宜及び必要に
悪影響を及ぼさない旨
の認証をFCCから取得
しなければ、原則として、
サービスの廃止、縮小
または改悪を行うこと
はできない。（通信法）

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 事業の全部または、
一部を休止または解約
しようとする時には、休
止または廃止予定であ
る 30日前までに、その
内容を利用者に知らせ
て放送通信委員会に申
告しなければならない。
（電気通信事業法）

（２）電気通信事業者の
市場退出に関連す
る利用者保護の規
定

①連邦

サービスの廃止、縮
小または改悪の際には、
原則として、事前に利
用者に対して通知を行
うことが規定されている。
（FCC規則）

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし

②カリフォルニア州

電話会社が長距離
サービスから撤退する
際には、他の電話会社
への移行を提案する少
なくとも30日前に、影響
を受ける利用者に書面
で通知を行わなければ
ならない。（州法）

（３）事業者が経営破綻
した場合等における
消費者保護のため
の具体的な対策や
役務の休廃止の際
の代替手段等の提
供義務に関する規
定

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 合併の外の事由によ
り、解散した時にはそ
の清算人(解散が破産
による場合には破産管
財人を言う)は放送通
信委員会に申告しなけ
ればならない。（電気通
信事業法）
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４ 電気通信事業者の市場退出（事業の休止及び廃止）に係る利用者利便の確保・向上の在り方 （２／２）

米国 カナダ EU 英国 フランス ドイツ 韓国

（４）電気通信事業者の
市場退出に伴い著
しく利用者に不利益
を与えた事例

DSL事業大手のノー
スポイント・コミュニケー
ションズの経営破綻
（2001年）。その結果、
ノースポイント・コミュニ
ケーションズが卸売事
業により多くのISPに提
供していたサービスは
緊急に停止することに
なった。

カリフォルニア州公益
事業委員会は同年4月、
同州における同社の
DSLサービスについて
利用者への悪影響を
理由に、30日前のサー
ビス廃止通知の義務付
けや、この通知期間が
終了するまでの間は
サービス復旧すること
などを命じる決定を
行っている。

なし なし 1999年２月に撤退し
たIonica社、2002年１月
に撤退したAtlantic社の
事例。その際、既存の
電話番号をBTに移行
することができない顧
客が生じた。

なし なし -

（５）電気通信事業者の
市場退出に伴い他
の電気通信事業に
著しく不利益を与え
た事例

なし なし なし なし なし -

（６）利用者や他の電気
通信事業者に与え
た不利益を考慮し、
行政が規制（例えば
業務改善命令等）し
た例

なし なし Ofcomは非公式に
ケース・バイ・ケースの
対応を行う。

2006年５月、ウェスタ
ン・テレコム社が、法に
規定された番号使用料
の支払い手続きに違反
したとして、割り当てら
れた事業者選択番号
の使用を１５日間停止
処分とした。

なし -

（７）電気通信事業者の
経営破綻による利
用者への不利益の
防止という観点から、
事業者間の取引に
おいて中小規模の
事業者に対する特
別な優遇的取扱い
を命じる若しくは容
認する規制又は行
政政策運営

なし なし なし なし なし なし -

（８）接続に関する規制
の細目において、事
業者がデポジットを
求める額について制
限や禁止している規
定の有無

なし なし なし なし なし なし -
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５ 消費者保護を業務とする関係機関との連携も含めた苦情処理・相談体制の在り方 （１／２）

米国 カナダ 英国 フランス ドイツ 韓国

（１）国（監督官庁及び消費
者行政所管省庁）、地
方公共団体、事業者
（事業者団体を含む）に
おける電気通信サービ
スに関する苦情処理の
実態、役割分担の概要

・FCCでは、消費者・政府
関係局に消費者センター
が設置され、消費者からの
電話、郵便、Fax、メールに
よる電気通信サービスに
関する問合せ、苦情を受け
付けており 、ウェブサイト
から直接苦情を申し出るこ
とも可能。また、同局には
消費者諮問委員会が設置
されており、消費者問題に
関し勧告を行う機能を有し
ている 。

・FTCでは、消費者保護局
に消費者レスポンスセン
ターが設置され、消費者か
らの電話、郵便による情報
サービスに関する苦情を
受け付けており 、ウェブサ
イトから直接苦情を申し出
ることも可能である 。

・州については、各州の公
益事業委員会が消費者か
らの苦情受付けの役割を
担っている。例えば、カリ
フォルニア州では、同州の
公益事業委員会の消費者
関係部門において、消費
者からの電話、郵便、Fax
による電気通信サービス
に関する苦情を受け付け
ており 、ウェブサイトから
直接苦情を申し出ることも
可能 。

CRTCは電気通信法等に
基づき規制を行っている電
気通信サービスの範囲の
苦情等を受け付け。

CCTSは、電気通信法等
に基づく規制の対象となら
ない電気通信サービスに
関する苦情を受け付ける。

・Ofcomが通信サービス
に関する苦情処理を受け
付けるコンタクトセンターを
設置。消費者行政を司るビ
ジネス・企業・規制改革省
（BERR）でも、消費者相談
窓口を設けており、一元的
な相談窓口が存在する。

・Ofcom及び消費者団体以
外に、CAB（市民相談協
会）やConsumer Direct（消
費者相談窓口）等の消費
者相談窓口がある。

・Ofcomに認定されたADR
機関としてOtelo、CISASが
オンブズマンと協力して実
際の紛争処理を担当。資
金は会員である事業者が
負担。

・Ofcomからの依頼に基づ
きコンサルテーションやＥＵ
レベルでのロビー活動を行
う機関としてＮＣＣ（全国消
費者評議会）が設置されて
いる。

・事業者と消費者の間で問
題が解決しなかった場合、
事業者はMediateur（仲介
人）を紹介する義務がある。

・Mediateurの費用は事業
者による拠出金及び紛争
処理代金にて賄われる。

苦情処理に関しては
BNetzAで電話、インター
ネット、書面を通じて一括し
て受け付けられる。地方政
府はその責務を担ってい
ない。

・放送通信委員会では、情
報通信CSセンターで苦情
を受け付けている。即時回
答や情報提供する「一般
相談クレーム」と、事業者
の処理が必要な「事業者
移管クレーム」

の２つに分けた対応を取る。

・当事者間で合意ができな
い場合には、放送通信委
員会に裁定を申込み、裁
定の結果を通報。６０日以
内に訴訟を提起しないと合
議することとなる。

・韓国消費者院（消費者行
政所管省庁）における苦情
処理は３段階の相談体制
となっている。その手続き
によっても解決に至らない
場合、民事訴訟手続きを
踏まなければならない。
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５ 消費者保護を業務とする関係機関との連携も含めた苦情処理・相談体制の在り方 （２／２）

米国 カナダ 英国 フランス ドイツ 韓国

（２）電気通信サービスに関
する苦情・相談情報の
関係機関における共有、
消費者への情報提供の
方法等

FTC消費者レスポンスセ
ンターには消費者情報シ
ステムデータベースが構築
されており、FTC職員のみ
ならず、外部の省庁が苦
情を入力したり、苦情を
アップロードするために苦
情データを提供できる。

CCTSが受け付けた苦情
等で、CRTCが処理するこ
ととなるものについては、
CRTCへ振り分けを行う。

・Consumer Directや消費
者団体に寄せられた苦情・
相談はOfcomのコンタクト
センターに上申されている。

・NCCは、CAB、Consumer 
Direct、NCCと連携を取っ
ている。

・ARCEPとMediateur、消費
者団体の間の意見交換の
場として、定期的に委員会
が開催される。

・MediateurはDGCCRFへ
の報告義務がある。

・消費者団体は寄せられた
苦情・相談をDGCCRFへ上
申。

法律上特に制度的に共
有する方法については定
められていないが、
BNetzAと消費者団体の間
で協力関係が形成されて
いる。

・消費者団体に寄せられ
た苦情・相談は韓国消費
者院に上申されている。

・弁護士が紛争処理を担う
場合には韓国消費者院に
報告がなされているととも
に、弁護士は放送通信委
員会の政策検討へのコン
サルテーションも行う。

（３）電気通信サービスに関
する苦情内容の傾向等

・FCC消費者・政府関係局
に2007年第1・第2四半期
に寄せられた消費者から
の苦情では、電話消費者
保護法関連の苦情（迷惑
FAXに関するもの）が最も
多い。その他、料金・請求
関係の苦情も多いが、最
近は減少傾向にある。

・FTC消費者保護局では、
毎年、消費者からの詐欺
的行為や個人情報盗用に
関する苦情を取りまとめて
公表。2007年に受け付け
た80万件強の苦情のうち、
個人情報盗用に関する苦
情は32%。他の68％の詐欺
的行為に関する苦情のう
ち、インターネット関連の苦
情は40％ 。これらの苦情
が全体に占める比率は、こ
こ数年減少傾向にある（件
数としては増加）。

CRTCは、07年1月から08
年2月の間に9,614件の苦
情を受け、第1位は料金請
求に関する苦情（46.5％、
4,469件）、第2位はサービ
スの品質に関する苦情
（20.4％、1,961件）、第3位
はサービスの提供に関す
る苦情（12.5％、1,202件）。

契約期間途中解約の違
約金、及び端末購入時の
キャッシュバックオファーの
不履行などが問題となり、
2005年度にかけて苦情件
数が増加したが、Ofcomか
ら事業者への報告・改善
依頼により、2006年度には
減少した。

苦情の内訳は、カスタ
マーサービスに関するもの
（38%）、サービスに関する
もの（23%）、料金に関する
もの（15%）等となっている。

・インターネットのブロード
バンド化、新規キャリアの
参入に伴い、回線の接続
中断などに関する苦情が
多く寄せられ、インターネッ
トに関する苦情が急増して
いる。

・移動通信事業者に対する
苦情の大部分はＭＶＮOに
関するものである。

インターネットにおけるト
ラブルが増加傾向にある。

・放送通信委員会に寄せら
れた苦情の類型は、不当
料金（20.9%）、業務処理に
対する不満（16.1%）、不当
加入（13.2%）が多い。

・通信サービス分野の利用
者による被害相談は持続
的な増加を見せており、韓
国消費者院に相談が受付
されたサービス項目の中
でもっと高い割合を占めて
いる。

移動通信の場合には、契
約と不当料金の請求に関
する被害の救済件数が多
い。

（４）受け付けた苦情等の活
用状況等

各種苦情の分類・分析、
情報共有が行われており、
各種消費者保護政策の充
実に向け活用している。

CRTCは、受け付けた苦
情を、適当と判断した場合
には、規制された事業者に
対して送付し、当該事業者
は20営業日又はCRTCの
指定する期間内に回答を
する。

- DGCCRFは、消費者から
受け付けた苦情件数が多
い上位１０社（うち７位まで
は通信分野）に対し、大臣
名で改善を求める書簡を
送付している。

BNetzAでは苦情・相談情
報を蓄積し、政策への反映
に活用している。

-



ＯＥＣＤ政策ガイダンスについて

（参考１）



ＯＥＣＤ政策ガイダンスについて①

新しいサービスや技術の発展により消費者に大きな利益がもたらされたが、
選択がより複雑になり、サービスの価格構造が必ずしも明確でなくなり、消費
者の自由を制約する契約を結ばねばならない場合も多いといったコストも発生。

情報を与えられ、自らの権利を強化された消費者は、その選択を通じ、企業
の革新、品質の改善、価格競争を促進。

通信サービスの利用の増加に伴い、消費者政策における通信の重要性が増大。

ＯＥＣＤでは、情報・コンピュータ・通信政策委員会（ＩＣＣＰ）と消費者
政策委員会（ＣＣＰ）が共同で「通信サービスにおける消費者の保護及び権
利強化のための政策ガイダンス(OECD Policy Guidance for Protecting and Empowering 
Consumers in Communications Services）」を策定（本年４月８日公表）。

※１ ＯＥＣＤ政策ガイダンス：ＯＥＣＤにおいてまとめられた政策の指針。
なお、本政策ガイダンスは、本年６月１７日～１８日に韓国で開催される「インター

ネット経済の将来」に関するＯＥＣＤ閣僚会合に報告

※２ 対象となるサービスはインターネット接続その他の電気通信サービス

１



ＯＥＣＤ政策ガイダンスについて②

ＯＥＣＤ政策ガイダンスは、以下の７点を目的としている。

① 消費者に競争的な価格で高品質なサービスを提供することの促進

② 通信サービスの利用における潜在的なセキュリティやプライバシー上の
リスクとその解消に資する手段の消費者への周知

③ サービスによる利便や利用可能性と消費者の権利に関する消費者の意識
の向上

④ 契約の透明性の改善と契約が消費者に不公正にならないことの確保

⑤ 通信サービスの切り替えに伴う費用の最小化

⑥ 迅速、安価、簡便、効果的かつ公正な消費者の苦情の解決の促進

⑦ サービスが、特に障害者や弱者である消費者を含め、広く誰にとっても
アクセス可能であることの確保

２



３

ＯＥＣＤ政策ガイドラインについて③

分 類 主な規定事項（抜粋）

情報提供

・ 消費者には、明確、正確な契約条項・条件・価格の情報が提供されるべき
・ 消費者が通信サービスを適切に選択できるよう、消費者団体、第三者機関による
価格・サービスの比較情報の提供が奨励される

・ 通信事業者によるサービス品質に関する情報の提供が奨励される。

勧 誘
・ 事業者は、制約条件等を含め契約の詳細や費用について明確に説明すべき
・ 事業者は、詐欺的あるいは消費者に誤認を与える商行為を禁止すべき

サービスの
提供方法

・ 競争の確保、消費者に選択肢を与えるために必要であれば、アンバンドルサービ
スの提供も考慮すべき

契 約

・ 通信事業者による、当初の契約期間を制限することは奨励される。また、その後の
契約解除を通知するための合理的な期間が消費者に与えられるべき

・ 契約更新時の消費者の意思確認の方法をオプトインにするかオプトアウトにする
かについては関係者でさらに検討すべき

・ 契約条件変更の際、解除権を含む情報が適切に消費者に通知されるべき

料金請求
・ 正確な料金請求のための自主規制や業界自主基準の策定が奨励される
・ 規制的な監視や規制の実施が必要な場合もある。

紛争解決

・ 消費者は公正・簡便・迅速・効果的・低廉な紛争解決・救済手続を利用できるべき
・ 通信サービスの問題を扱う独立した紛争解決機関の設立が奨励される
・ 紛争解決における消費者支援機能のある自主的な消費者団体も奨励されるべき
・ 紛争解決における規制当局の役割を明確にし、その機能を十分公表すべき

その他 ・ 消費者が事業者やサービスを変更する際の時間と費用を最小化すべき



電気通信事業分野における新たな消費者保護政策の在り方

に関する動向調査 （参考資料）

（参考２）



1

1. 通信料金等に関する情報提供の在り方（料金比較情報関係）

2. 電気通信事業者の市場退出関係の実態・事例

3. 苦情処理・相談体制の在り方の実態・事例



英国にてOfcom注1が実施している料金比較情報認定制度（Pass）は、過去5年間で1社の
利用しか確認できず、06年の見直しの発表以後も引き続き低調な利用となっている。

認定プロセス

事業者や利用

者から料金徴

収する者、

事業者自身

￡6,000

上記以外 ￡1,000

1.申請書の提出
■申請書の記載事項
・料金比較サービスの開
始時期
・料金比較の対象サー
ビス
・料金の計算方法
・利用者のアクセス方法
・これまでの利用者数
・ビジネスモデル（利用
者や事業者からの料金
徴収の有無等）

2.申請者の招請
■申請サービスが認定
基準に合致する可能性
がある場合、Ofcomは
申請者を招請。
■招請された申請者は、
サービスのデモを実施し
たり、Ofcomからの質問
に回答。

3.アナリストの監査
■Ofcomは、独立のア
ナリストに対し、料金の
比較計算と料金情報の
現行化プロセスに関す
る技術的な監査を依頼。

5.認定の更新
■認定は毎年更新。そ
の際、独立のアナリスト
が監査。

4.認定書の交付
■認定基準に合致した
申請者には、認定書が
交付。下記のロゴを表示
することが可能。
■Ofcomは、Webサイト
にスキームの説明と認
定を受けた者のリスト（リ
ンク付）を提供。

事業者や利用

者から料金徴

収する者、

事業者自身

￡3,000

上記以外 ￡500

2

出所： Ofcom報道発表、総務省資料及びuSwitchインタビューより

注１： 英国情報通信庁
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トリプルプレイ・クアトロプレイなど、既存の枠組みを超えたサービス展開・割引の導入により
料金比較が複雑化し、情報提供事業自体がビジネスとして成り立たない可能性もある。

Ofcomが認定制度の対象としているのは

以下のサービス

固定電話（Fixed Telephone）

移動電話（Moblie Telephone）

国際ローミング（International roaming）

ナローバンドインターネット（Narrowband 
Internet）
ブロードバンド（Broadband）

IP電話（Voice over IP）

デジタルテレビ（Digital TV）

バンドルサービス（Bundle services） 既存の枠組みを超えたサービス展開・割引に加え、
居住地域・利用地域・通信先・利用時間帯・利用者デ
モグラフィー・利用頻度等々により料金が異なるため
料金の単純比較が難しくなっており、事業者としても
システム構築・運用の費用等を考慮すると、総合的
な情報提供でビジネスモデルが確立できるかは課題。

固定通信 移動通信

国際
ローミング

IP電話

ブロード
バンド

デジタル
テレビ

料金比較の複雑化
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英国では日本と異なり料金比較サイトが多数存在し、またジャンルも電気通信だけではなく
ガス、電気、保険など多岐にわたっており、認定制度が必要とされている環境である。

英国の事情

日本とは大きく事情が異なっており、料金比較サービスの競争が激しい環境である。（10社以上が提供）

また、ジャンルが多岐にわたっており、消費者にとって料金比較をする際にそのようなサイトを利用すること
はなじみが深くなっている。

その結果、サービス提供側にとってビジネスとして成り立つ土壌が整っており、また他社との差別化のため
認定をうけることへのモチベーションが高く持たれている。

実際、Ofcom Passの利用経験のあるuSwitchも、認定を受ける際には、既に他の産業で受けている認定制
度と同様のものであるとの認識で申請したという経緯がある。また、本年新たにOfcom Passの申請を上げて
いる2社についても、料金比較サービスへの新規参入事業者が消費者からの信用を得るために取得を目指し
ている。

日本で想定される事態

日本ではガス・電気などの料金を比較するような環境ではなく、料金比較サービスの競争が激しくはない。

日本で多岐のジャンルの情報を提供し、価格.comのように消費者から認知が高いサイトは多くはない。

よって、料金比較サイトの認定制度を提供した場合でも、料金比較サイトで利用されないこともありうる。

出所： uSwitchインタビューより
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英国では50％弱の消費者が料金比較サイトを利用しており、料金比較ビジネス市場は
十分に活性化されている。

15%

14%

7%

21%

34%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

携帯電話

固定電話

デジタルTV

ブロードバンド

その他

利用したことがない

料金比較サイトの利用率　（2006年7～8月)

出所： Consumer usage estimates, TNSより

日本との比較は難しいが、実際日本の消費者の料金比較サイトの利用率は極めて低いと想定される。

特にガス・水道等の公共料金や、クレジットカード・保険などの利用率は全消費者の1/3が利用している。

(公共料金・クレジットカード・保険等）
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英国のOfcom Passでは料金認定に係る労力が多大であり、サービス提供者にとって
投資対効果の観点から使用開始及び継続／停止の判断が行われてきた。

uSwitch

事業概要
料金比較情報及び事業者選択・変更
サービスの提供（Web、電話等）

ビジネスモデル

消費者のサービス変更に伴う事業
者からのアフィリエイト手数料

広告

アクセス数 50,000アクセス/月 （Mobile）

Ofcom Pass
使用期間

2003年～2006年（3年間）

Ofcom Pass
開始理由

ガスや保険等、他の分野でも同様の
認定制度を使用。

マーケティング効果に期待。

Ofcom Pass
停止理由

煩雑な認定フロー

初回認定に6ヶ月超

毎変更時に監査申請

低い認知度

⇒投資に対して効果が薄いと判断し、
継続を停止。

出所： uSwitchインタビューより
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（参考）携帯電話に関する料金比較サイトのフロー （ポストペイドの場合）

手順1：希望の端末または月額の
予算を選択

手順1では、大きく①端末から

選択、②月々の支払い予算か
ら選択という2通りが存在する。

出所： uSwitch HPより
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手順2：希望する契約期間、ネット

ワークオペレーター、基本使用
量に含まれる通話時間とSMS
通数、販売チャネルを選択

継続割引や他の割引について
は一切考慮していない。

基本使用料に含まれる通話時
間とSMS通数を超過した場合

の追加分、国際電話等の通話
料についても一切考慮してい
ない。

出所： uSwitch HPより



9

手順3：結果の表示

手順2で選択した条件に近い、

端末・事業者・料金プラン・販売
店等の情報が表示。

もし希望の条件のものがあり、
オンラインで提供している販売
店のものであれば、このまま購
入まで続けることが可能。

出所： uSwitch HPより
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（参考）複数の商品をバンドルした料金に関しても、簡素化した形で
比較できる情報を提供している。

組み合わせ方別に情報を提供

ブロードバンド＆固定電話

ブロードバンド＆デジタルTV
ブロードバンド＆携帯電話

出所： uSwitch HPより



11

英国ではガスに関する料金比較の認定制度は存在しており、サービス提供者にとって
投資対効果がプラスとなっていると考えられており、広く利用されている。

認定制度事例1：ガス

energywatchがガス・電力の料金比較サイトにおける認
定制度・energywatch Confidence Codeを提供。

energywatchとは、 独立的なガス電力小売市場におけ

る市場監視を目的として設立されたガス電力消費者会議
（the Gas and Electricity Consumer Council）の通称。規
制庁であるOfgemとも密に連携をとる。

既にuSwitchをはじめ多くのサービス提供者を認定して

おり、消費者にとっても料金比較サイトを使用する上での
一定の貢献をしているものと想定される。

認定されたサイトには必ずenergywatch Confidence 
Codeの説明、及びサイトへのリンクが貼られている。

出所： energywatch及びuSwitch HPより
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自動車保険においても金融商品の一環という位置づけで、Financial Services Authority
（金融サービス機構）の規定に基づき提供されている旨、明記されている。

認定制度事例2：自動車保険

Financial Services Authority にて金融商品全般を規定
している。

Financial Services Authorityは金融サービス市場法に
て規定されている唯一の金融監督機関。

既にuSwitchをはじめ多くのサービス提供者がその規定

された情報を利用しており、各ホームページにて消費者に
対してその旨通知を行っている。

もし商品（自動車保険）の購入に際しトラブルがあった場
合でかつ事業者との間で問題が解決しなかった場合、消
費者はFinancial Ombudsmanに相談するフローとなって
いる。

出所： Financial Service Authority及びuSwitch HPより
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サービス提供者からの観点では、手続きが煩雑であり労力がかかることがネックであると
考えている。費用に関しては効果に見合うと考えればさほど大きな投資とは考えていない。

uSwitchにて2003年の初期申請の際、Ofcomとの間でのプロセスが6ヶ月程度かかり非常に労力を要した。
（他の認定制度はそこまではかからない。）

また、毎年の継続申請に加え、料金やシステムに変更がある度にOfcomへの申請と認可が必要であり、稼
動の面から非常に負担が大きかった。（これは他の認定制度と同様であるが、携帯電話の特徴として激しい
競争による料金変更の頻度の多さと料金プランの複雑化が大きく異なっている。）

費用負担については他の認定制度と同程度であるためさほど大きいと感じないが、社内的には投資対効果
の議論が常にあり、最終的には2006年に投資額・稼動に見合う効果が期待できないとの判断により継続申
請を中止した。

使用を停止した際Ofcomと少しだけ話し合いの場を持ったが、必要以上に停止理由等を説明したことはなく、
Ofcom側がサービス提供者側の事情を理解し今後の改善に向け検討しているとはあまり期待していない。

出所： uSwitchインタビューより
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一般消費者だけではなく業界関係者からもOfcom Passの認知度は低く、消費者にとっては
殆ど認知されていない。

Ofcomの調査によると、導入当初では一般消費者には7％程度の認知度。

OfcomのホームページにおいてもOfcom Passの説明はわかりやすい場所には掲載されておらず、一般消
費者・サービス提供者双方にとって情報提供が不十分である。

uSwitchによると、OfcomはOfcom Passのプロモーションにかける予算が不十分であり、そこがサービス提
供者にとっても使用しない大きな要因の1つとなっている。

他の認定制度は認定機関がプロモーションをし、消費者に認知され、サービス提供者が多数利用することで
さらに消費者の認知が向上するというポジティブフィードバックに入っているが、Ofcom Passは完全にネガ
ティブフィードバックな状況であると指摘されている。

消費者の認知 サービス提供者の増加
認定機関による
プロモーション

ポジティブ
フィードバック

出所： Ofcom HP及びuSwitchインタビューより
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（参考）価格.comの料金プラン比較サイトの現状

出所： 価格.com HPより
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出所： 価格.com HPより
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結果表示においては、4事業者の最適な料

金プランを、月額平均価格の安い順に表示
する。

事業者や料金プランだけでなく、ファミリー割
引やねん割なども考慮してあり、複雑な計算
が行われている。

また、キャリア間や家族間で利用する比率を
個人が設定でき、他国の料金比較サイトと
比較すると、消費者にとっては利便性の高い
つくりとなっている。

出所： 価格.com HPより
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1. 通信料金等に関する情報提供の在り方（料金比較情報関係）

2. 電気通信事業者の市場退出関係の実態・事例

3. 苦情処理・相談体制の在り方の実態・事例
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諸外国においては電気通信事業者の退出時における規定がない国も多く、
一部の国では約款での規定や規制機関の指導という形で消費者保護を図っている。

対象国における電気通信事業法等では、米国、韓国以外では電気通信事業者の退出に際する消費者保護
に関する規定はない。

一部の国においては規制機関による運用にて消費者の保護を図っている。

英国： Ofcomによりユーザがサービスを享受できなくなることのないよう、例えば他の事業者に移行できるよう、十分
な期間をもって、周知を行うよう指導する。

仏国： 対象事業者が十分な対応をとらなかった場合、 ARCEP注1が事業者に対して制裁を課すことができる。

MVNOについても、電気通信事業者に分類される場合は上記のルールに従うものの、基本的にはその
MVNOがどのレイヤーまでカバーしているか等々の事情により判断がケース・バイ・ケースで行われる。

特に米国においては消費者からの訴訟リスクがあるため、消費者に何らかの不利益が発生しそうな場合は、
退出事業者自らが事業の継承先の斡旋・専用機器費用の負担など、なんらかの補償を行っている。

注1： フランス電子通信・郵便規制機関
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電気通信事業者の
市場退出に関する規定

退出時の実際の対処方法

①英国 なし
Ofcomによりユーザがサービスを享受できなくなることのないよう、例えば他
の事業者に移行できるよう、十分な期間をもって周知を行うよう指導する。

②仏国 なし
対象事業者が十分な対応をとらなかった場合、 ARCEPが事業者に対して制
裁を課すことができる。

③独国 なし
ドイツテレコムがサービス停止または廃業する場合は、BNetzA注1に1年以
上前に報告する必要があるが、それ以外の事業者については規定はない。

④米国 あり

FCC注2に届け出て承認を受けなければ廃業できない 。ただし、廃業の結果、
消費者が利用できる電話事業者がなくなるという事態 (例えば、地方で電話
事業者が一社しかない場合等)がない限り、届出から、国際電話事業者は
60日、その他の電話事業者は31日で自動的に廃業の承認が出る 。

⑤韓国 あり
電気通信事業法上の別定通信事業者に関して、放送通信委員会に申告し
なければならない。

⑥EU なし なし

（参考） 日本
事業法及びガイドライン

において規定
事業を休廃止する日の少なくとも1ヶ月前までを目途としてユーザに周知を
実施する必要がある。

出所： 各国規制庁等インタビュー等より

注1： ドイツ連邦ネットワーク庁 注2： 合衆国連邦通信委員会
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①英国：

電気通信事業者の市場退出に関する規定はなく、ユーザにとってサービス中断期間が
最小になるよう、Ofcomは関係者に対し介入を行うことになる。

各々のケースによって対応は異なるが、エンドユーザーがスムーズに利用サービスを移行し、サービス中断
期間が最小になるよう、Ofcomは関係者に対し介入を行うことになる。

退出事例1：Ionica 

1995年から1998年までケンブリッジを拠点に国内固定通信事業を提供。

しかしながら、設備開発・維持コストと限定された営業領域のため、1998年に廃業。

1998年12月時点で約6.8万人の顧客を保有。

Ofcom前身のOftelが、特別価格でかつ既存の電話機を使用できる前提でユーザのBTへの移行を促した。

退出事例2： Atlantic

2000社の企業と１万人の顧客を保有。

2002年に廃業する際、Ionica同様にOftelの主導のもと、多くはBTのサービスへの移行が促進された。

この場合、いくつかのケースで既存の電話番号を移行することができなかった。

出所： BBC HP及びOfcomインタビューより



電気通信事業者の廃業

電気通信事業者が廃業する場合、FCCに届け出て承認を受けなければ廃業できない。ただし、廃業の結果、消費者が
利用できる電話事業者がなくなるという事態 (例えば、地方で電話事業者が一社しかない場合等)がない限り、届出から、
国際電話事業者は60日、その他の電話事業者は31日で自動的に廃業の承認が出る。

MVNOの廃業

FCCはMVNOには上記の規定は適用されず、したがってMVNOは何らの制限なく廃業できるとの立場をとっている。

廃業MVNOに対して、消費者との契約を他の事業者に移転することを強制する法制度はない。

廃業MVNOに対して、消費者が購入した携帯電話端末の買戻しを強制する法制度もない。

FCC及びCTIA注1によると、業界の情報を常に幅広く収集しているが、MVNOの退出によって消費者が被害を被ったとい
う話は聞いたことがないとされている。そもそも、米国ではMVNOはそれほどシェアを有しておらず、退出したMVNOは、
どこも顧客数が伸び悩んだことで退出しており、MVNOの退出により影響を受けた消費者の数は極めて少ない。

注１： 米国通信業界団体

④米国

米国においてはMVNOの市場退出の事例が発生しているが、他事業者への移転や端末の
買戻しなど消費者を保護するための強制的な法制度はなく、またトラブルも起きていない。

22

出所： FCC HP及びインタビューより
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④米国：退出事例

MVNOの市場退出事例では、MNOとMVNO間の契約ではMVNOの廃業時の対応はケース・
バイ・ケースであり、主にMVNOの判断で消費者向けの施策が実施されている。

Mobile ESPN

2005年11月から2006年12月まで営業。

Walt Disney Company傘下のスポーツ専門ケーブル・テレビ局ESPNが提供したMVNO。

MNO: Sprint

サービスの特徴は、通常の電話サービスに加えて、ESPN制作のスポーツ・ニュース、試合ハイライトおよびリアルタイム得
点情報を携帯電話端末で閲覧できることにあった。

通話料金のうち最も価格が安いサービス・パックは通話時間100時間で$34.95／月というものであったが、当時MNOの最も
安いサービス・パックは通話時間400時間で$64.95／月というものであった。その後、2006年5月から、通話時間400時間か
つ夜間・週末無料で$40.00／月というサービスを開始。

携帯電話端末については、当初は、SanyoのMVP一機種のみで、価格は$399とかなり高額なものであった。2006年6月から
は、2年契約を締結した顧客については同機種を無料で提供するようになった。その後、2006年夏にSamsungのACEを投入
（アメリカで非常に人気のあるMotorolaのRAZRによく似ている）。

当初、MNOと異なり、自社独自の販売代理店を持たず、携帯電話端末はBest Buy等の家電量販チェーン店のみにて販売。
その後、2006年6月からSprintの販売代理店でも端末を販売。

当初、ESPNは24万人の顧客獲得を目標としていたが、最終的には約3万人しか獲得できなかった。2006年9月28日に同年
末での廃業を発表。

廃業時の消費者への対応として、顧客からの携帯電話端末の買戻しに応じた。

出所：Cell Phone Digestを参考に作成
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④米国：退出事例

Amp'd Mobile

2005年12月にテスト・サービス開始。2007年6月1日、会社更生手続の申立てを行った。

MNO: Verizon

アメリカで唯一若年層にターゲットを絞った3Gキャリア。音楽、3Dゲーム、スポーツのライブストリーミング放送、コンサートビ

デオ等を配信。

2006年末の時点で、顧客数は10万人以上に。料金形態は契約ベースとプリペイド・カードの双方。顧客の89%が契約ベース

の顧客であり、また顧客１人当たりからの収入は$100／月を超える。2007年3月末の時点で顧客は17万5,000人。

2007年6月1日、会社更生手続の申立てを行った。負債総額は$1億以上。最大の債権者はMNOであるVerizon（$3,300万）。

倒産の直接の引き金は、顧客17万5,000人のうち約8万人が料金の全部または一部を未払いであること等から、キャッシュ・

フローに問題を生じたため。MNOであるVerizonがインフラ提供を拒否したことから会社更生開始を申立てた。手続申立の

当初は事業再生を目指していた。しかし、2007年7月20日に全資産を競売にかけることを発表し、事業再生を断念。

廃業時の消費者への対応として、Amp’dの顧客との契約をUnited Systems Access Inc.注1が自社ブランドPrexar Mobileの

一部として引き受ける内容で、Amp’dとPrexar Mobile間で合意。

注1：携帯電話事業の他に、固定地方電話事業（12州）および長距離電話事業も行っている小規模会社

出所：TheDeal.comを参考に作成
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④米国：退出事例

Disney Mobile

2006年6月から2007年12月まで営業。

MNO: Sprint

Disneyキャラクターを好む子供およびその親をターゲットにしたMVNO。親が安心できるアプリケーションを提供していたの

が特徴。具体的には、親が、インターネットを通じて、子供の通話時間の上限を、子供が携帯電話を使用できる時間帯およ

び通話をできる相手を設定できる機能を提供。また、携帯端末にGPSを搭載し、親が子供の位置を把握できるようにした。

販売網の拡張に伸び悩んだ。MNOと異なり独自の販売店を持たず、家電量販店を通じて販売していたが、家電販売店に棚

を確保するためのコストがかさんだ。当初想定したほどの顧客を獲得するには、予想以上の投資が必要と判断し、営業廃

止を決定し2007年9に公表した。

顧客数は公表していない。

廃業時の消費者への対応として、顧客からの、携帯電話端末の買戻しに応じた。

出所：Cell Phone Digestを参考に作成
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④米国：退出事例

Sonopia

2007年4月から2008年4月まで営業

MNO: Verizon

各種企業、団体およびスポーツチーム等が、自らのブランドのMVNOおよび専用端末を提供・販売できるサービスを提供し

た。有名な顧客としては、National Wildlife Federation、米国野球マイナーリーグであるLong Island Ducks等がある。各企

業・団体は、顧客が支払う料金のうち3-8%を受け取るという契約。また、加盟団体は自らのホームページを持つことができ、

携帯電話契約者はそのホームページでアカウント情報にアクセスできるとともに、SNSサービスも提供されていた。他方、団

体の支持者、例えばNational Wildlife Federationの支持者は、携帯電話サービス契約を締結する結果、携帯電話契約者は

携帯電話サービスを自分が支持する非営利団体から受けられるとともに、その非営利団体に収入源を与えることになる。

Venture Capital（ComVentures, Sevin Rosen Funds, Cardinal Venture Capital）から合計$2,150万の投資を受けた。

サービス開始から数週間で加盟団体が3,000を超えた。しかし、想定していたほどには携帯電話契約者数が伸びず、廃業を

決定。同社のCEOは、「アメリカではMVNOビジネスの環境が未だ整っていない」として、ヨーロッパでのビジネスに傾注。

廃業時の消費者への対応として、Sonopiaの顧客との契約をVerizonが引き受ける内容で、SonopiaとVerizon間で合意が成

立した模様。

出所：Silicon Alley Insiderを参考に作成
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④米国：退出事例

Movida

2005年から営業中。

MNO: Sprint

米国に多い中南米系の消費者（2010年までにアメリカ総人口の17%に達すると予想されている）をターゲットにしたMVNO。

中南米系の消費者の相当数は、不法就労であるか、または合法に滞在していてもクレジット・ヒストリー（クレジットカード等

の使用・返済履歴）が芳しくなく、通常の契約ベースの携帯電話への加入を断られる。同社は中南米からの移民をターゲッ

トにしてプリペイド・カード式の携帯電話サービスを提供。2008年3月初旬の時点で顧客数は267,000人。

2008年4月に会社更生手続を申し立てた。同社によれば、携帯電話市場の競争激化したこと、およびSprintが課している契

約条件がMovidaの事業活動に制限を課しすぎるとともに、Movidaにコスト負担をかけすぎるものであることが、業績悪化

の理由。

最終的にAPC Wireless 注1の子会社であるCozac Wireless LLCが2008年4月17日に買収した。買収金額は$280万。この

買収により、Movidaは引き続きサービスを提供することになった。FCCからの情報によれば、MovidaのMNOであり最大の債権

者でもあるSprintが奔走し、買収を斡旋したとのこと。

注1: 携帯電話事業のコンサルタント兼ソリューションプロバイダー

出所：Fierce Wireless及びFCCインタビューを参考に作成



⑤韓国

韓国においては、MVNOの退出時における当局からの指導内容は特になく、
放送通信委員会に退出の申告を必要とするのみである。

法的観点からの消費者保護

電気通信事業法上に別定通信事業者主1（special category telecommunications service）に関して、放送通
信委員会に申告しなければならない。特に、退出時における当局からの指導内容はない。

＜ 電気通信事業法の法令 - 第27条 (事業の休止や廃止等)＞

別定通信事業者または付加通信事業者がその事業の全部または一部を、休止または解約しようとす
る時には、休止または廃止予定である 30日前までに、その内容を利用者への周知を行い、放送通信
委員会に申告しなければならない。

別定通信事業者または付加通信事業者である法人が合併の外の事由により解散した時には、その清
算人(解散が破産による場合には破産管財人を言う)は放送通信委員会に申告しなければならない。

*注1： 韓国においては、電気通信回線設備の設置により、基幹通信事業者、付加通信事業者、別定通信事業者と区別する。

「基幹通信事業者」は回線を設置し、周波数等の割り当てを受け電気通信役務を提供する事業者。

「付加通信事業者」は基幹通信事業者の回線設備を借り、基幹通信事業以外の電気通信役務を提供す事業者。PC通信は

付加通信事業者に含まれる。

「別定通信事業」は通信事業者が所有する網がなく、基幹通信事業者の電気通信回線設備などを利用し、電話サービス提供や

加入者を代理に募集するなどを提供する事業者。MVNOやIP電話は別定通信事業者に含まれる。

出所: 放送通信委員会HP及びインタビューより
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1. 通信料金等に関する情報提供の在り方（料金比較情報関係）

2. 電気通信事業者の市場退出関係の実態・事例

3. 苦情処理・相談体制の在り方の実態・事例
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諸外国における苦情処理のスキームとして、電気通信規制機関が自ら担うケース、消費者
保護監督機関または仲介者による解決スキームが整備されているケースに分けられる。

「電気通信事業における
苦情処理」に関する

最終責任機関

他の関連機関との
協力体制

仲介者
（調停者）

政策への反映方法

①英国 Ofcom BERR注1と連携あり オンブズマン
Ofcomで収拾したデータ
の活用、またはNCC等
の消費者団体の利用

②仏国 DGCCRF注2 ARCEPとの連携なし Mediateur ARCEPと消費者団体
からなる委員会の活用

③独国 BNetzA 連携なし なし
主にBNetzAで収拾した

データの活用

④米国 FCC 連携なし なし
主にFCCで収拾した

データの活用

⑤韓国
放送通信委員会、及び

韓国消費者院

両機関にて
情報共有を実施

なし
両機関で収拾した

データの活用

⑥EU なし なし なし
BEUC等、特定の

消費者団体の活用

出所： 各国規制庁等インタビュー等より

注1：イギリス消費者保護監督機関 注2： フランス経済産業雇用省競争・消費者問題・詐欺防止総局
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①英国

英国での電気通信事業に関する苦情処理体制

Ofcomにコンタクトセンターが
あり、消費者が苦情を直接伝
えられる仕組みがある。

消費者には、Ofcom及び消
費者団体以外に、CABや
Consumer Direct等の相談
窓口が用意されている。

NCC・CAB・Consumer 
Directは政府により費用を賄
われ設立。

OteloとCISASはOfcomに認
定されたADR機関としてオン
ブズマンと協力して実際の紛
争処理を担当。Ofcomの指
導のもと、固定・移動・ブロー
ドバンド等全ての事業者は会
員になる必要があり、資金は
その会員が負担。

NCCは消費者からの窓口は
持たず、Ofcomからの依頼に
基づきコンサルテーションや
EUでのロビー活動を行う。

消費者電気通信事業者

Ofcom
（電気通信事業監督機関）

BERR
（消費者保護監督機関）

NCC
全国消費者評議会

CAB
市民相談協会

Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体

Otelo
ADR機関

CISAS
ADR機関

上申

コンタクト・センター

Consumer Direct
消費者相談窓口

①苦情・相談

サービス

②-2苦情・相談

オンブズマン

②-3苦情・相談

上申

②-1苦情・相談
上申

紛争処理

政策検討のコンサルテーション

連携

非連携
電気通信事業か
その他の事業かで
棲み分け

弁護士
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出所：Otelo Annual Report 2007より

①英国

Oteloに寄せられる苦情件数の推移と内訳
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6,000

2004 2005 2006

苦
情
件
数

15%

2%

1%

38%

23%

21%

料金

端末故障

セキュリティ

カスタマーサービス

サービス

その他

苦情件数の推移 苦情の内訳

英国では契約期間途中の解約に関する違約金、及び端末購入時のキャッシュバックオファーの不履行など
が問題となり、一時苦情件数が増加したと想定される。

ただし、OteloからOfcom経由で事業者への報告・改善依頼をすることで、2006年度は減少するに至った。



33

②仏国

仏国での電気通信事業に関する苦情処理体制

事業者と消費者の間で問題が解決しなかっ
た場合は、事業者はMediateur（仲介人）を
紹介する義務がある。

Mediateurにより紛争処理を図るものの、も
し解決されなければ、消費者団体や弁護士
に相談することも可能である。

Mediateurの費用は例えば携帯電話関係
については、携帯電話事業者による拠出金
及び紛争処理代金にて資金が負担されて
いる。

事業者にとっては、紛争処理の件数に伴い
Mediateurへの支払が加算されるため、専
門部署を設置し社内での解決を図っている。

また、事業者がクレーマーに悩まされる場
合は、Mediateurに上申することでトラブル
を回避することも可能。

MediateurはDGCCRFへの報告義務があ
り、あくまでも公正な立場として仲介するス
キームができている。

消費者電気通信事業者

ARCEP
（電気通信事業監督機関）

DGCCRF
（消費者保護監督機関）

Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体

UFC Que-choisir etc…
消費者団体

上申

①苦情・相談

サービス

Mediateur

③-1苦情・相談

報告

紛争処理

政策検討の
コンサルテーション

非連携

弁護士

委員会
（情報シェア）

②苦情・相談③-2苦情・相談
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②仏国

仏国での電気通信事業に関する苦情件数の推移と移動通信における事業者の内訳

インターネットのブロードバンド化・新規キャリアの参入に伴い、回線の接続中断などに関する苦情が多く寄せられ、イン
ターネットに関する苦情が急激に増加している。

移動通信事業者に対する苦情の大部分はMVNOであり、日本においても、今後MVNOの参入が増えるにつれ、カスタマー
サポートの品質が問われてくることが予想される。

出所：Affu（仏通信利用者協会） 統計Reportより
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5,000
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7,000

8,000

2001 2002 2003 2004 2005 2006
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情
件
数

固定

移動

インターネット

3% 3%
5%

89%

Orange

SFR

BYTEL

MVNO

苦情件数の推移 移動通信における苦情対象事業者の内訳
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③独国

独国での電気通信事業に関する苦情処理体制

BNetzA及びその監督省庁であるBMWi注1にて直

接消費者から苦情を受け付ける窓口（カスタマー
サービス）が存在する。

BnetzAではその苦情を蓄積し、政策への反映に
活用している。

あわせてVzbｖのような主要消費者団体とも協力
関係を形成し、EUでのロビー活動などの際にもそ
れらの団体を活用している。

消費者保護という観点では、BMELV注2が監督をし
ているものの、一部の分野における消費者保護政
策については各省庁に委任されており、電気通信
に係る消費者保護政策及び苦情処理は、BMWi
（及びその下部組織であるBNetzA）にて実施され
ている。

消費者電気通信事業者

Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体
Vzbv etc…
消費者団体

上申

①苦情・相談

サービス

弁護士

②-2苦情・相談

③相談

政策検討の
コンサルテーション

②-1苦情・相談

BMWi注1

BNetzA
（電気通信事業監督機関）

カスタマーサービス （216課）

注1： ドイツ連邦経済技術省、注２： 連邦消費者保護・食料農業省
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④米国

米国での電気通信事業に関する苦情処理体制

携帯電話事業者の消費者保護への意識は
薄く、問題となる場合は訴訟にて解決され
るケースが多い。

全米のサービス業内でも、携帯電話会社の
消費者対応は最低水準との調査結果あり。

FCCは消費者問題を担当するConsumer 
& Governmental Affairs Bureauを有して

おり、その中に①消費者保護法制の立案を
担当するConsumer Policy Division、②消

費者からの苦情・救済申立を担当する
Consumer Inquiries & Complaints 
Division、③消費者に対する教育・情報提
供を担当するConsumer Affairs & 
Outreach Divisionがある。

弁護士が積極的に被害者を募集して集団
訴訟を提起するので、消費者問題全般にお
いて、弁護士/ 司法によって解決される割合
が他国に比べて高い。

消費者電気通信事業者

FCC
（電気通信事業監督機関）

上申

①苦情・相談

サービス

②-4相談

自州民の
ために訴訟

州

②-2相談

裁判所

弁護士

Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体

Consumer Union etc…
消費者団体

②-1苦情・相談

上申

政策検討の
コンサルテーション

集団訴訟

Consumer & Governmental Affairs Bureau

①Consumer Policy Division
②Consumer Inquiries & Complaints Division
③Consumer Affairs & Outreach Division

FTC
（消費者保護
監督機関）

非連携
電気通信事業か
その他の事業かで
棲み分け

上申
②-3相談



連邦政府

FTC: 一般の消費者保護領域においては、FTCが積極的に消費者保護法を執行している。しかし、携帯電
話事業者は、FTCの管轄から除外されている。

FCC: FCCは携帯電話事業者を管轄する権限を有している。しかし、消費者からの苦情申立に対する理由
説明を携帯電話事業者に求めるだけで （理由説明だけで良く、消費者の不満を解消する義務なし）、それ以
上の具体的救済措置をとる義務はない。

各州政府

各州のPublic Service Committeeが「契約条件のうち料金以外のもの」について事前規制。また、消費者か
らの苦情を受け付けている州もある。ただし、実際には、各州のPublic Service Committeeは電気、ガス、水
道の規制に力を注いでおり、携帯電話事業者についてはほとんど対応していない。

各州のAttorney General (各州の司法長官兼検事総長) が、州民のために訴訟を提起している。携帯電話
事業者にとって脅威ではあるが、件数は多くはない。

州によっては、携帯電話の領域に限らず、消費者からの苦情全般について相談に乗るPublic Advocateが
ある。消費者からの苦情をもとに、Attorney Generalに訴追を促す、州議会に立法を提案する等の活動を行
う。また、消費者に対する啓蒙活動も行っている。

④米国

政府における電気通信事業に関する苦情処理体制

37

出所: FCC及びConsumers Unionインタビューより



キャリア自身のカスタマー・サービス／販売代理店

代表的な消費者保護団体であるConsumers Unionが消費者に対して毎年行っているアンケート調査によれば
20の業界の中で、携帯電話会社の消費者対応は毎年最低か最低に近い順位。

消費者保護団体

Consumers UnionおよびBetter Business Bureau等の消費者保護団体が、消費者からの相談に乗るとともに、
クラスアクション（集団訴訟）をアレンジしたり、議会に対するロビー活動を行い、また消費者に対する情報提
供・啓蒙活動を行っている。

弁護士

弁護士が消費者を代理して提起するクラスアクション（集団訴訟）およびその脅威が、携帯電話事業者にとっ
ての最大の脅威であり、事業者にサービス改善へのプレッシャーを最も与えるものである。

④米国

民間における電気通信事業に関する苦情処理体制

38

出所: Consumers Unionインタビューより
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⑤韓国

韓国での電気通信事業に関する苦情処理体制

韓国における消費者行政という観点
では、全体的に協力体制・連携が機
能しており、両監督機関、及び複数存
在する消費者団体との連携により、消
費者の現状の改善をしている。

消費者の苦情処理を担当する行政機
関が２つに別れているため、消費者に
とってはサポートを受ける選択の機会
が増えてくるが、一方で国としては行
政費用の負担があり、消費者はどの
機関を選択するかにより被害処理手
続き、処理時間、処理結果などが異な
る可能性がある。

消費者の苦情を関連問題の解消に積
極的に活用するため、受け付けた苦
情を分析し、消費者や事業者に事前
に注意喚起等を行うスキームが整備
されている。

消費者電気通信事業者

放送通信委員会
（電気通信事業監督機関）

KCC注1

韓国消費者院
（消費者保護監督機関）

Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体
Which? etc…
消費者団体

消費者連盟 etc…
消費者団体

上申

①苦情・相談

サービス

②苦情・相談

報告

紛争処理

情報共有を実施

弁護士

②相談

情報通信CSセンター

注１： 韓国通信委員会
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⑤韓国

放送通信委員会における通信サービス苦情は情報通信CSセンターで
クレーム分類により二元化処理

放送通信委員会の電子クレームフロー

クレーム分類により二元化処理して苦情を受付

即時回答や情報提供する「一般相談クレーム」と、事業者の処理が必要な「事業者移管クレーム」

当事者間で合意ができない場合には、放送通信委員会に裁定を申込み、裁定の結果を通報。６０日以内に訴訟を提起しな
いと合議することとなる。

裁定を申込みの場合、裁定が成立された後、訴訟を提起すると、裁定に反対することが可能となる。

クレームの提起 クレームの受付

当該事業者へ通報
(事業者移管クレーム)

クレームの受付
(一般相談クレーム)

結果通報 処理結果の確認 処理結果の通報

クレーム内容の確認及び
処理

クレームの保留

処理結果の不適合時、補完要請

クレームの提起人 情報通信CSセンター 通信事業者

処理結果が適合すると、クレームの提起人に結果を通報

出所: 放送通信委員会HPより
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⑤韓国

放送通信委員会における消費者利用の実態

類型 2005年度(シェア) 2006年度(シェア)

不当加入 5,141(13.3) 4,793(13.2)

解約制限 1,820(4.7) 3,484(9.6)

解約遅延 1,169(3.0) 1,776(4.9)

不当料金 7,917(20.4) 7,612(20.9)

料金賦課手続き 2,289(5.9) 2,045(5.6)

付帯料金への不満 4.413(3.6) 4,467(12.3)

業務処理への不満 4.730(12.2) 5,856(16.1)

通信品質 1.380(3.6) 1,049(2.9)

事業者制度 3,060(7.9) 3,020(8.3)

他機関への移管 3.676(9.5) 243(0,7)

その他 3.179(8.2) 2,066(5.7)

合計 38.774(100) 36,411(100)

情報通信サービスに対する相談受付実態
(単位: 件,%)

放送通信利用者の被害は、消費者団体などでも処理されているが、韓国消費者院と放送通信委員会とで処理するクレー
ムの件数が相対的に多い。

放送通信委員会に受付された被害類型は不当料金、業務処理に対する不満、不当加入が比較的多い。

出所: 放送通信委員会の報道資料(2007)より



⑤韓国

放送通信委員会は消費者の苦情事例の分析、及び事業者に対しての改善命令を行う。

通信苦情の事例を毎月体系的分析

分析した苦情の統計資料は、通信事業者及びメディアに公開し、一般人は放送通信委員会のHPから閲覧することができる。

事業者の改善命令

苦情の動向を分析した結果、苦情発生率の高い事業者に対し事業者ガイドラインを提示する。

事業者に対して文書で改善命令措置を取り、その原因を分析して利用者に対する告示・広報など、関連対策を講じる。

制度改善の事前告知

放送通信委員会が是正命令などを通して改善するという旨を事前に利用者及び事業者に周知し、制度改善過程に参加でき
るように一ヶ月間の意見募集を実施。

苦情類型分類の細分化

137項目で細分化

１つの苦情であっても、複合的な被害、多数事業者と関連すると2個以
上として分類

苦情分類時点が処理完了
時点

正確な分類ができるように、苦情処理の完了時点で苦情を分類

苦情分析内容の多様化
処理時間、認定可否、補償額などを分けても分析可能

苦情分類体系

出所: 放送通信委員会資料及びインタビューより
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⑤韓国

今後発生し得る問題に対する事前注意喚起のスキームを整備し、被害を未然に予防する。

事前注意喚起

通信苦情の統計を関連問題点の解消に積極的に活用するため、受け付けた苦情を分析し、「急増する
苦情」、「変化が著しい苦情」、「件数は多くないが、新しく登場する苦情」などの事例を選定し、
事前注意喚起を実施し被害を予防する。

利用者に対して注意喚起を行うと共に、事業者に対して業務改善や制度的改善の必要性を知らせ、対策を
講じるように指示する。

被害類型と利用者注意事項を消費者に発表

第3号 移動電話の無料端末の販売と関連被害の注意換気(03年 3月12日)

第6号 一部の業社の番号移動制度（MNP）の関連虚偽広告 (03年9月6日)

第7号 移動電話番号の無断変更、及び約定割引制の注意 (04年1月12日)

第11号 移動電話端末の安売りに関する注意 (05年4月8日)

第13号 移動電話の無料通話券に関する注意 (05年11月10日)

第16号 携帯電話の名儀盗用の被害に関する注意(06年7月20日)

放送通信委員会の移動通信に関する苦情の事前注意喚起の現状

出所: 放送通信委員会資料及びインタビューより
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⑤韓国

苦情の紛争が多い分野に対して専門通信苦情調整センターを設置し、専門家で構成され
る審議委員会にて消費者と事業者間の紛争の調整を行う。

通信苦情調整センター

設立目的

移動通信サービスに関する苦情は名儀盗用、料金過不当請求等が大半を占めており、それのうち名儀盗用を専門に
救済することのできる通信苦情調整センターを設立。韓国情報通信産業協会注1と移動通信事業者3社が共同で運営。

主な活動

情報通信の名儀盗用防止サービス (M-Safer)を提供する。

M-Saferとは本人名儀で移動電話が新規開通された事実をSMSで知らせ、インターネットから名儀盗用の有無を
確認、移動電話の不法開通による被害を遮断する無料サービス。

業務手順

名儀盗用によって、被害を受けた通信サービス使用者が事業者との紛争で、棄却または一部示談判定を受けたが
合意点に至ることができなかった件に対して、苦情申し込みを受けて審議委員会で審議と調整を行う。

審議委員会の構成

情報通信サービス部門、利用者保護部門、法律根拠及び諮問部門の各専門家など、総20人で構成。そこには消費者
団体の代表、弁護士、大学教授、放送通信委員会の代表、事業者代表などが含まれる。

通信苦情調整センターは、苦情人の申し込みを受け付け、検討後に1次調整を勧告。しかし、苦情及び事業者の中で
どちらの一方が異議を申し立てる場合には、審議委員会を開催し、強制調整を行う。

苦情処理の期間

1次調整期間は15日、審議委員会の決定期間は15日、一回の審議委員会の構成人員は約5人。

注１： 情報通信網利用促進などのための政策課題開発及び相互協力活動をする事業者協会

出所: 放送通信委員会資料及びインタビューより
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⑤韓国

韓国消費者院における通信サービス苦情は３段階の相談体制

消費者

韓国消費者院

被害救済本部

合意勧告

国家及び地方自治団体 消費者団体 事業者

消費者紛争調停委員会

委員会の開催

調停書

調停決定

消費者相談

被害救済の受付

内容判断/事実確認
事実調査
試験検査

専門家の諮問
合意

<追加>
事実調査
試験検査

専門委員会の諮問

不成立

成立 終了
(裁判上の和

解)

終了

終了(司法的
解決)

消費者が物品や用役の利用過程で不満が生ずる場合、1次的な相談により、必要な知識と情報提供, 被害救済対象事件に関しては

被害救済の受付

被害救済受付された事件は処理を両側が受容する場合、終決処理

両側が合意に至ることができない場合には、最終的に消費者紛争調停委員会で調整を決定、成立された場合、裁判上の和解と同じ効力を持つ。

上記のような手続きによっても解決に至らない場合、民事訴訟手続きを踏まなければならない。

韓国消費者院の被害処理フロー

（苦情処理申し込み）

出所:韓国消費者院HPより
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⑤韓国

韓国消費者院における消費者利用の実態

区分 2004年 2005年 2006年

情報通信 25,906(22.4) 40,972(33.4) 52,403(37.5)

金融・保険 26,109(22.6) 22,926(18.7) 20,325(14.5)

文化・娯楽 22,291(19.3) 16,405(13.4) 18,468(13.2)

その他 13,012(11.3) 13,494(11.0) 15,161(10.9)

医療 12,614(10.9) 13,400(10.9) 15,835(11.3)

教育 10,685(9.2) 10,559(8.6) 11,795(8.4)

保健・衛生 2,933(1.8) 2,909(2.4) 3,677(2.6)

法律行政 2,066(1.8) 2,154(1.8) 2,040(1.5)

合計 115,616(100.0) 122,819(100.0) 139,704(100.0)

(単位: 件,%)
韓国消費者院の相談受付サービス品目

処理内容 件数

修理交換 33

交換 16

払い戻し 754

契約履行 559

契約解除∙解約 1,200

賠償 276

不当行為の是正 378

調停要請 26

取扱い中止 17

処理拒否 19

その他 846

合計 4,124

情報通信サービス被害救済処理現状(06年）

出所：韓国消費者院報道資料(2007) より

通信サービス分野の利用者による被害相談は持続的な増加を見せており、韓国消費者院に相談が受付されたサービス項
目の中で最も高い割合を占めている。

移動通信の場合には、契約と不当料金の請求に関する被害の救済件数が多い。
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⑤韓国

放送通信委員会と韓国消費者院の苦情処理の違い

区分 放送通信委員会 韓国消費者院

苦情救済制度 裁定 紛争調停

効力 基本的には裁定に従う前提 裁判による和解的効力と同等

制度利用の容易さ 困難 容易

通信サービスの専門性 高い 相対的に低い

通信政策の関連性 容易 困難

苦情処理行政機関比較

苦情処理の効力の違い

放送通信委員会の裁定は、不服の場合は訴訟を起こすことは可能ではあるものの、基本的には当事者ではその裁
定に従うことが前提である。一方、韓国消費者院の紛争調停はあくまでも調停という位置づけであるため、合意点に
達しない場合は問題が解決とならないケースもある。

ただし、一般的に紛争調停は裁定より手軽く解決へ導くことが可能であるため、相対的に活用されるケースが多い。

通信分野の専門性の違い

放送通信委員会は専門規制機関であるため、相対的に専門性が高い。

出所 :韓国消費者院HPより
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